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深部静脈血栓症
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能登半島地震珠洲市の避難所被災者の声

「トイレは裏の林で
してくるように」

本当に先進国なのでしょうか？
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朝日新聞より

避難所環境改善の解決策
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• 防災庁は国土全体を24時間モニタリングし（DX活用）、発災後速やかに分
析・協議して国レベルの支援を決定する。

• 災害支援は外部からの支援を基本とし、被災した自治体職員は外部支援が到着
するまでの支援業務を行い、その後は原則として行わない。

• 防災庁は各都道府県に被災地で活動する機動力を持った直轄の実行組織を配備
し、災害直後から訓練され認証された職能支援者と協働して支援にあたる。

• 防災庁は発災直後から被災地で活動できる災害職能支援者の育成と認証登録お
よび派遣指示を行う。特に南海トラフ、首都直下地震などでは膨大な支援者が
必要になることから防災庁が主導して職能支援者NPOを各都道府県に作る。

• また認証を受けた災害支援者が活動する場合は交通費・実費および保険を保障
し、1週間を上限に有給休暇扱いできるようにする。

• 防災庁は標準化（規格統一）された支援物資により、標準化・ユニット化され
た避難所を48時間以内に設営・運営する。そのために各自治体住民のためでな
く国民のための運搬手段を含めた支援物資を全都道府県に分散備蓄し、発災時
は迅速に近隣自治体から融通して輸送し活用する。

日本のどこで災害が起きても避難所で格差無い支援が受けられるために
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イタリアの災害支援の要

• 24時間の国土モニタリングにより支援決定を迅速に
できる体制がある。

• 全国 の25箇所に国の予算で大量分散備蓄しており、
さらにNPO災害支援組織も大量に備蓄し、市町村も
国の予算で備蓄している。

• 訓練を受け認証され登録された100万人以上の職能支
援者が発災直後からの支援ができる体制にある。
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イタリアの災害支援原則

• 原則的に被災地外から支援する（被災者である地元の自治体職
員にさせるのはハラスメントにあたる）

• ただし外部からの支援が到着するまでは地元の自治体およびボ
ランティア団体が行わざるを得ないので市町村に備蓄がある。

• 支援を行う80%以上の人員は100時間以上の訓練を受けて認証
を受け、自らの職業で支援する職能支援者で、発災直後から活
動し、その交通費、食事、宿泊、保険は国が負担する。雇用者
は認証を受けた職能支援者が市民保護局から支援要請があった
場合には7日を限度に有給として扱い、支援に行くことを妨げ
られない。
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発災

地元のボランティア団体
市の備蓄を使って避難所設営

被災地外の市民保護局
が避難所設営・管理

被災地外の災害
ボランティア団体が
避難所設営・管理

48-72時間以内
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市民保護庁

被災州の
市民保護局

大規模ボランティア団体

被災地

地元の
ボランティア団体 被災地の市民保護局

他州の市民保護局

48時間以内48時間以内
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イタリアの国土24時間監視システム
• ローマの市民保護庁で警察、消防、軍、赤十字で24時間３交代で

国土を衛星、監視カメラ、航空レーダー、船舶レーダー、監視カ
メラなどで監視し、各地の気象情報、川の流量、潮量、潮高など
もモニタリングしている。

• 市民保護庁には警察、消防、軍、赤十字、気象、災害支援NPO団
体、高速道路、鉄道、そのほかの災害に関係する省庁などの担当
者が24時間待機しており、発災後の会議にすぐ出席できるように
している。

• 各州でも州国土を衛星、監視カメラ、航空レーダー、船舶レー
ダー、気象情報などを24時間体制でモニタリングしている。

• 市民保護庁は災害発生後1時間で関係者会議を招集し、国として
支援すべきかどうかを決めなければならない法律がある。
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イタリア市民保護庁舎地下一階
２４時間体制で監視している部屋（赤十字、軍、警察、消防等）
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ローマにある市民保護庁地下の監視センター

国土の２４時間監視システム
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イタリア市民保護庁舎地下一階主会議室
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6th April, 2009

4.15 Crisis Unit of the Department of Civil Protection

4.40 DPC teams departure

4.40 Operational Committee of Civil Protection meeting

9:00 Organisation of the Direction of Command and 
Control on site

3.32

The very first hours
ラクイラ地震

地震発生

市民保護庁会議招集
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2016.8.24 3:00アマトリーチェで地震発生し、
4:00に会議が招集された
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2018
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アブルッツオ州市民保護局の監視センター

州国土の２４時間監視システム
19



サルジニア州市民保護局の監視センター

州国土の２４時間監視システム
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シチリア州市民保護局の監視センター

災害支援者との常時連絡・確認 州国土の２４時間監視システム
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イタリアの備蓄システム

• 各州2000人分ずつの備蓄がある（20箇所）。
• 大規模な国の備蓄が5箇所にある。
• 市町村にも小規模な備蓄がある。
• 大きなボランティア組織も大規模な備蓄を持っている。
• 州と市町村の備蓄は市民保護庁からの予算で購入
• ボランティア組織の備蓄の一部も市民保護庁からの予算で購入。
• 備蓄は設置自治体の所有物でなく国のものであるから、自由に

他州の被災地に移送できる。
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イタリアと日本の備蓄の違い

日本イタリア
自治体費国費備蓄の原資

補助金(25%自治体費）
各都道県、一部市町村国5ヶ所備蓄倉庫

各州（20箇所）
自治体によって異なる
数は決まっていない

統一されている
１箇所2000人分が義務

（8ユニット）

備蓄物資規格
数量
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某県に備蓄の弾性ストッキングの配布をお願いしたが、
高速道路には某県民以外がいるので配布はできないと

備蓄は国が行わないと、迅速に他県に移送するのは難しい
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ラクイラ地震
2009 避難所

イタリア北部地震
2012 避難所

イタリア中部地震
2016避難所

どこで、いつ地震が起きても同じ姿の避難所ができる
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アブロッツォ州の備蓄倉庫のテント
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シチリア・パレルモ消防のテント・ベッド
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災害支援ボランティア団体のテント
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イタリア北部地震2012(エミリア地震）避難所のトイレ
(発災翌日に届いていた)
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イタリア中部地震2016(アマトリーチェ）避難所のトイレ
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シチリア・パレルモ消防のトイレ
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支援物資が規格
化、標準化され
ている
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• どこの避難所であっても、同じ型式のテント、
トイレ、シャワーがあることで避難生活が標準
化される。

• 避難所が標準化されれば、備蓄品も標準化され、
自治体間での融通が効くことで迅速な準備が可
能になる。また同じ型式のものを大量に発注す
ることで廉価にできる。

1. 標準化された避難所の必要性
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避難所と支援物資の標準化がないと

• 支援物資がバラバラとなり避難所の設営に時間がかかる
• 避難所環境格差を生じる
• その結果、避難所での疾病発生格差が生じる（腰痛、感染
症、エコノミークラス症候群など）

• 避難所での支援にも格差を生じる
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巨大な国の備蓄倉庫、アヴェツアーノ

飛行場に匹敵する規模 35



新潟空港と同じ規模の備蓄倉庫巨大な国の備蓄倉庫（アヴェツアーノ）
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備蓄倉庫の中（アヴェツアーノ）
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テント1ユニットは250人分（テントは50張り）
（アヴェツアーノ） 38



電源車1ユニットは250人分（電源車5台）
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ジェットヒーター（アヴェツアーノ）
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冷蔵庫 （アヴェツアーノ）
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子供の遊具（アヴェツアーノ）
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空調装置の入ったコンテナ1000人分、200ユニット
（アヴェツアーノ）
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アブロッツオ州の備蓄倉庫 2018
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STRUTTURE OPERATIVE LOGISTICHE CRI

SON – legnano mi

CONE – Roma -

COE –Settimo T.

COE - Avezzano

COE - Bari

NPI
Bresso e Legnano
Aosta Genova Bologna
Marina di Massa 
Salerno, Cagliari 
Messina

イタリアにおける国の備蓄倉庫（赤十字に委託）この他に
各州、市町村、災害NPO団体が備蓄倉庫を持っている

アベツァーノ級は５ヶ所
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備蓄されている簡易ベッド

アブロッツオ州備蓄倉庫 46



トイレ・シャワー室の備蓄

アブロッツオ州備蓄倉庫 47



備蓄されている運搬車両

アブロッツオ州備蓄倉庫
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備蓄倉庫内部

アブロッツオ州備蓄倉庫
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アブロッツオ州備蓄倉庫
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アブロッツオ州備蓄倉庫
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アブロッツオ州備蓄倉庫
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エミリア・ロマーニャ州の備蓄倉庫
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エミリア州の備蓄倉庫 54



エミリア州の備蓄倉庫 55



エミリア州の備蓄倉庫
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エミリア州の備蓄倉庫 57



エミリア州カベッツォ市の備蓄倉庫 58



エミリア州カベッツォ市の備蓄倉庫 59



イタリアの災害職能支援システム
• 災害支援する人員の80%以上は災害支援NPO団体に登録し訓練を受けた職

能支援者。
• 被災地で支援活動するためには災害支援NPOに所属し、100時間の講習・訓

練を受けて国に認証されること、国への登録が必要。
• 発災して市民保護局または所属する災害支援NPO団体から指示があったら

個人ではなくNPO団体の一員として被災地に行く、雇用主はそれを妨げて
はならない法律がある

• 支援に行く際の交通費、宿泊費、食事、災害保険の費用は国が負担する。
また１週間を限度に職場から普段の給料が支払われ、それは国が負担する。

• 災害支援NPO団体は発災直後から軍、警察、自治体と一緒に支援活動し、
特に避難所運営を担う。

• 登録された職能支援者は州の市民保護庁とネットで常時連絡可能となって
おり、災害発生時に速やかに招集が可能。
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シチリア州市民保護局の監視センター

災害支援者との常時連絡・確認 州国土の２４時間監視システム
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イタリア中部地震2016の災害職能支援者
（ボランティア）
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アブロツォ州の災害職能支援者（ボランティア）
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アブロッツォ州がアマトリーチェに支援に行った様子
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2 0 1 7年0 1月19 日

イタ リ ア中部で雪崩　 ホテルで「 多数死亡」

地震が相次いだイタ リ ア中部で雪崩が起き た。 写真はカ ンポト スト 村を走る救急車。

イタ リ ア中部アブルッ ツォ 州の山で1 8 日夕方、 雪崩が発生し 、 ふも と のホテルが直撃さ れた。

被害者数は明ら かになっていないが、 救助当局幹部は「 大勢が死亡し た」 と 話し ている。 こ の

地域で相次いだ地震が、 雪崩を 引き 起こ し たのではないかと みら れている。

EPA

伊ペスカ ーラ 県フ ァ リ ンド ラ 村近郊で、 雪崩に巻き 込まれたホテル・ リ ゴピアノ で生存者を捜索する救助隊員

ら 。 イタ リ ア国立山岳救助隊（ CNSAS） 提供写真（ 2 01 7 年1 月21 日公開） 。 (c)AFP/CNSAS

ト ッ プ  > ニュ ース  > 災害・ 事故・ 事件 > 災害

イ タ リ ア雪崩、ホテルから 新たに男女4 人救出 生存者1 1 人に

2 0 1 7 年1 月2 2 日 1 2 :1 1 　 発信地： ペン ネ/イタ リ ア

‹  1 /3  ›

! " #
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災害対策本部の様子

赤十字

山岳救助NPO

警察
陸軍

職能支援NPOが災害対策本部に同席している 66



職能ボランティアの食堂のおばさん（コックさん）
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The volunteer associationsThe volunteer associations

4089 local NGO’s 
28 national NGO’s

1 200 000 volunteers 1 200 000 volunteers 
600 000 active600 000 active

登録された災害職能ボランティアが大勢いる
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・非営利な民主的組織で
強固な連帯的目的を持っている
組織を通じてのみ
災害支援活動ができる
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市民保護ボランティアは特別である

職能支援者の質は所属するNPOが訓練な
どで保障しなければならない

市民保護活動はネットワークで行われる
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運搬

潜水

救急搬送

医療

地域支援

心理的支援

情報提供

ペット救出

捜索

洞窟救出

海上救出

森林火災
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発災翌日に多くの災害職能支援者が活動
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発災48時間後には6120人の職能支援者が活動し、避難所が49箇所で設営された78



河田

首都直下地震と南海トラフで必要な支援者数は膨大で公的職員だけでは支援不能
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支援機動力が無いと

被災者でもある自治体
職員任せになる。

「段ボールベッド準備できるんですが」
「それではあなた方でやってください、我々はできません」

2018年台風19号の広島県◯町
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2019.10.19 須坂市北部体育館避難所

「段ボールベッド準備できるのですが、県からは入れて欲しいと」
「今は我々はできません。やってくれるならお願いしたいですが」
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2019年10月22日 本宮市本宮小学校

「段ボールベッドきているはずなんですが、使ってもらえませんか」

「今は余裕がなくて、できません」
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好間公民館 (2019.11.19)

「段ボールベッド入れえさせてください」
「住民の方がOKなら、やってくださるならどうぞ」
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